
「多摩市下水道事業経営戦略」パブリックコメント ご意見と回答について 

実施期間：令和７年 12 月 24 日（水）～令和８年１月 23 日（金） 

パブリックコメント（全１件） 多摩市回答 

多摩市下水道事業経営戦略（素案）を拝見い

たしました。今後予想されている人口減少に

よる下水道事業収入の減収は確実に起こるこ

とから、今回の経営戦略の策定は非常に重要

であると認識できました。 

現在の多摩市の下水道事業の経営の安全

性・安定性は十分な状況であると分かります

が、人口減少による収入減が今後の下水道事

業の安定的管理に影響を及ぼす事が見て取れ

ます。流域下水道維持管理負担金の増額が見

込まれるとありましたが、多摩ニュータウン

開発を行ってきた国や都にも責任はあると思

いますので、都と協議の上、粘り強く交渉して

行くことが大事だと感じました。人口減少に

ついても多摩 NT 開発を行い、市内に多数あ

る UR 住宅や都営住宅への積極的な入居支援

等が必要であると感じました。 

また今後の安定した下水道事業の経営の課

題として挙げられている老朽化施設の改修や

更新と職員不足の問題については現在実施さ

れている下水道施設包括的維持管理業務委託

による民間の活力利用を推進し、さらには策

定されているストックマネジメントの活用と

ウォーターPPP の導入を行い、より安定して

計画的下水道事業の継続が必要と感じまし

た。今後の経費回収率の向上に向けた定期的

な事業の見直しや使用料の見直しなど厳しい

課題が残っておりますが、積極的な情報発信

と経営状況の開示などを進めより市民に理解

を求めながら必要な事業を行って安全・安心

な下水道事業の継続を期待いたします。 

まず東京都の流域下水道本部に支払う流域

下水道維持管理負担金につきまして、これは

各自治体から流入する汚水を都が管理する水

再生センターで処理する経費や、関連設備の

維持管理等に充てられるもので、昨今の物価

高騰などの影響により、令和８年度より徴収

額が増大する運びとなりました。今後ともこ

のような協議がある際には、双方合意の上で

事業を進める必要があると認識しておりま

す。 

人口減少の課題につきましては、現在「第六

次多摩市総合計画」における将来展望人口（市

の目標）に近い推移となっており、UR 住宅や

都営住宅への入居支援等について主管部署が

関係機関に申し入れを行っております。しか

しながら、今後の社会情勢等、予期しない事態

への対応も考えられますので、計画策定後も

収支計画の適宜見直しを行い、経費回収率の

維持及び状況に即した事業運営に努めます。 

また、令和４年度以来、定型的な業務を中心

に下水道施設包括的維持管理業務委託を実施

しており、職員数の確保が難しい昨今におい

ては、効果的な施策となっております。これま

でのノウハウをもとに、引き続きウォーター

PPP の検討を進めてまいります。 

今回の計画改定において、直近での下水道

使用料改定の必要は無いという判断に至りま

したが、事業を取り巻く状況はいつ急変する

か分かりません。使用料も下水道施設の維持

管理も市民の皆さまの生活に大きく影響を与

えるものであるため、日頃の情報開示はもと

より、使用料の改定が必要になる等のとりわ

け重要事項である場合につきましては、丁寧



な対応と周知を行います。 

以上、この度のご意見を参考にさせていた

だき、今後３～５年で本計画を見直す中では、

ご意見にもありました人口減少の課題など、

社会情勢の変化に即時対応した見直しを行っ

てまいります。 

 

 


